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コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 農村景観向上事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 06 農林業費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

42 持続的で個性的な農林業を実践する
項 01 農業費

研修会の開催 回
目標 ー 目標 ー

2 2
目 実績 ー 実績 ー

施　策 4 農村生活環境の向上
細目

実証栽培箇所 箇所
目標 ー 目標 ー

3 10
細々目 実績 ー 実績 ー

基本計画該当頁 　 行革大綱の重点事項番号 目標 目標

担当部課
コード １６０１００ 評価者

氏　名
山内　敏 連絡先

22 - 9665 実績 実績

名称 産業振興部　農林政策課 (内線) 2710

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

①農地（水田）の畦畔・法面及び集落の草生地、②担い手
農家、③高齢者な農業者、④営農組織

①景観が向上する。　除草作業が軽減される。　②担い手農家に
農地が集積しやすくなる。③　安全に作業できる。④種苗を生産す
ることで新たな収益源を得る。

実証栽培の検証結果 除草作業が軽減された場所の数で判断 箇所
目標 目標 　

3 5
実績 実績 　

　
目標 目標 　

　
実績 実績 　

（※対象件数 　 ）
根拠法令・要綱等 農山漁村再生モデル支援事業実施要領（三重県）

関連事業 グリンツーリズム推進・担い手育成
開始年度 平成 19 年度 評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 21 年度

農山村部の景観向上と除草作業軽減を目的に、カバープラン
ツを試験栽培する。　市内の営農組合、三重県、JA等で研究
会を立ち上げ、研修会の開催や１０地区程度の農地に試験栽
培する。　栽培品種等は有効性の欄に記載のとおり。

状
況
変
化
等

新規事業であり、三重県の補助事業（１/2)でもある。　　１
９年度に有効性が確認できれば翌年度以降本格的な事
業を行う。 事業名は景観向上となっているが、これはグリ
ンツーリズムなどにつながる最終的な目的であり、１次的
な目標は除草作業の軽減による農地及び農村の荒廃防
止である。

評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント

山村地域の農地（水田）は法面積が大きく、過重な除草作業が耕作放棄や荒廃の大きな原因である。　除草作業を軽減
しようとする取り組みは、高齢化が進む農村部にとって受益の範囲が不特定多数に及ぶ。

有効性 4
除草作業を軽減することは主に高齢者の福祉向上や、農地という地域資源の有効利用という面で有効である。　本年は
岡山県で実績のあるティフブレアと滋賀県で実績のあるヒメイワダレソウを推奨品種として有効性を検証する。

達成度 　
　

効率性 4
事業開始時（3年を予定）は行政主体で実施するので経費が必要だが、有効性が広く認知されれば受益者負担や企業の
福利厚生・ボランティア活動として継承する。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

Ａ

事業の方向性

 

改善についての取り組み

 
3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容 平成２２年度 計画内容

委託

事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額
　 (千円) 　 (千円) 　

先進地視察・研修会

(千円) 　
先進地視察・研修会

(千円) 　
先進地視察・研修会

(千円) (千円)

資材費
120
132 資材費

500
500 資材費

500
500

工事

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 252 事業費計(A) 　 Σ 1,000 事業費計(A) 　 Σ 1,000 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 人 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 人 0

トータルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 0 0 972 1,720 1,720 0

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 0 0 252 1,000 1,000

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金 126 500 500
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 0 0 126 500 500 0
計 0 0 252 1,000 1,000 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

農山魚村再生モデル支援事業 事業の有効性が１９年度に確認できれ
ば、農地水などの補助メニューと組み
合わせて拡大して実施する。

同左

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	農村景観向上事業

